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1．はじめ に

　兵庫県南部地震以降、広 島市では 大 地震 に備 えるた め

平成7年か ら平成 9年 にかけて 被害想定調 査 を実施 し
1）．

災 害に 強 い まちつ くリプ ラン を策 定 した。この プ ラン で は 、
災害に強い まちにするため には各種 施 設 の 構 造を補強す

るとともに、地 震 発 生 後 の 救援、被害 の 拡大防止 を 円滑 に

行 うた めの 準備 が 必 要 であると指摘 して い る。これ を受 け、
リア ル タイム に被害状況 を把握する広島市地震情報ネッ ト

ワ
ー

クシス テ ムの 構築が技術検討委員 会 に より進 め られ て

い る。
　本シ ス テ ム は 、地震発生 後の 初動体制 決 定 の た めの 情

報提供を 目 的 とし、広 島市 内8箇所 に設置した 地 震 観 測

機器か ら得 られる情報をリア ル タイム で 活 用 し、あらかじめ

整理 して お い た 地 盤構 造 や 都市構 造 に 関する地 域 の 特

徴 を反 映 す る情 報 を用 い て、被害規 模や被害分 布を推定

するもの で ある。そ の 推定結果 は、災害対策活動を支援す

る情報に加 工 ・集約され、災害対策本部及び関係部局 に

配 信 される e 昨年度まで に 地震動 の 観測と液状化 や 斜面

崩 壊 等 の 地 盤 被 害 に 関す る推 定機 能 が 完 成して い る。
　本報告で は、シ ス テ ム の 全 体構成 と昨 年度まで に 完成 し

た機能に っ い て 紹介するもの である。

2．広島市 周辺 の 地震環境

2．1 広島市域 の 拡大 と災 害ポテ ン シ ャ ル

　広島市 は 瀬 戸 内海 に注 ぐ太 田 川 の 河 ロ デル タの 上 に

発 展 して きた。さらに 近年の 都市域 へ の 人 口集中の 結果、
現 在 110 万 入 強 の 人 口を擁 し、その 居 住 地 を主 体 に太 田

川 デ ル タ背 後 の 丘 陵地 や河谷 沿 い の 低 地 に 広く市街化

区域 が拡大 して い る（図 1）。
　 旧市 街 地 は藩政 時 代の 干拓、明治以降の 埋 立て

2）
に

より造成された満潮位以下の ゼ ロ メートル 地 帯で あり、か っ

地震時 の 地盤液状化 の 可能性も大 きい 。 さらに デル タ内

を 流れ る6本の 派川 は 延焼分断 帯 として の 機 能 は 期待 さ

れ るもの の円 滑 な避難 を妨げる要 素で もある。

　また 、デル タ背 後 の 丘 陵地 等には 、 市全体の 住居 専用

地 域 面 積 ts5，4eOhaの 93．5％にも及 ぷ 住 宅 地 が 広 が っ て い

る。そ の 地盤 は，花崗岩の 風化 した まさ土を用い て 切り盛

り土 工 に よっ て 造成され たもの で あり、近 傍 に は 沢 や 斜面

が迫っ て い て 地震時の 斜面 災害の 可能性が あるこ とや、ア

クセス 道 路 が甚大 な損害を受 けれ ば救 援活 動 に支障 を来

す お それ の あることも忘 れて はならない e

図 1 広 島市域 の 拡大
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2．2 広島市城周 辺の 地震活動

　 広 島 市域 に 影響を及 ぼす と考 え られ る地 震 は 、海 溝

型 の 地 震 と内 陸蓿断層型の 地震に大別で き、海溝型 の 地

震 は 更 に プ レ ート境 界 型 の 地 震 とプ レ ート先端 型 の 地震

に分 け られ る （表 1）。

表 1 広 島市に 影響を及 ぼす地震

分類 广：L・疏 ．噛「

海溝 型 プ レート境界型 ：南海 トラフ

プレ
ー
ト先端型 ：安芸灘一伊予灘

内陸

活断 層 型

己 斐断層、五 日市断層、小 方 一小 瀬 断 層、
中央 構 造 線、岩 国 断層

プレート魔界 型の 地 震の 代表的なもの は南海 トラフ で 起

こる再来頻度が 高く地震規模 の 大きなもの で あるが 、震央

距離 が長い た め広 島市域 へ の 影響は大きくない。プ レート

先端 型 に分 類 され る地 震 は 安芸 灘・伊予 灘周辺 で 発 生す

るM ＝・7クラス の 比 較的 地 震 規模 の 小 さい 地震で ある。この

地震 の マ グニ チ ニ
ードは大 きくない もの の 震 央距離が短 い

た め に 広 島市域 へ の 影 響 は 大 きい 。過 去 にも、表 2 に示

すように 1649年、1686年、　1857年、1905年の 地震被害 が

発 生 した ことが 記録
3）
に 残されて お り、再 来頻度も比 較的

高い。

衷 2 安芸 灘 ・伊 予灘周辺 で 起 こっ た過去 の

　　　　地震と広島市域へ の 影響』
発生 年月i日

』
il、i，、

1649．3，17 7，1 侍屋 敷 、町 屋 の 破 損

1686．1．4 7．0 広島県 西 部で 被害大

1857．10．126 ．4 家屋 の 損傷や死 者有

1905．6．2 71 ／4 全壊家屋 36、半壊家屋 20、
死者4、負傷者70

　
一方 広 島市域 に影響すると考え られ る内 陸活断層型 の

地 震を引 き起こす 断層 は、表 1に示 すもの が挙げられ る。
こ の うち1996 年 に広 島 市 が 実施 した 活 断 層 調 査 結 果

4，
に よ

れば、己 斐断層は約 1DOO年前頃 に活 動 した 痕跡が残 され

て い るこ とか ら、再 来頻度は 低い が 潜在的な危険性 を持 っ

て い るもの と判 断され て い る。

3．システムの全体構成

3．1 シ ス テ ム の 全体構成

　災害 対 策本部本シ ス テム は 地 震発 生直後 に広島市消

防局の 初動体制の 確立支援を主な 目的とするもの で ある。
地震 に よる被害を軽減 するた め 地震発 生 か ら実際 の 被害

情報 が集まっ て くるまで の 「情報の 空 白域 jを埋め、被害予

測に基 づ い た災害初動体制を確立 するた め被害状況（
一

次推 定 ）を地 震 発 生 3分 以 内 に提 供 し、さらに 被 害 情 報 を

収集する重点地区、災害活 動部隊 の 重 点配 備、避 難 所 の

開設 な ど現 場 活 動 の 迅 速 な体 制 作 りなどの 判断 を速 や か

に行 うた め の 情報 （二 次推定〕を地 震発 生 20分 以 内 に提

供する （図 2）。
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図 2 シ ス テ厶全体構成

　これ らの 時間的制約 条件を達成するため に 必要 なシ ス

テム の 全体構 成 を 、 兵庫県南部地震 の 経験、広 島市域の

災害ポ テン シ ャル
、 広 島周辺 の 地震活動度などを元 に検

討した。提供する情報 は 人 的被害及 び 消防活動の 支障と

なる施 設 被害並 び にそ の根拠 となる施設被害で ある （表

3）e 短 時 間内で の実際 の 被害実態調 査 は 困難で あるの で 、
提供する被害状況は 、地震動とこ れを用い て推定した 地

盤 被害か ら推定することとした 。

表 3 被害推定項目Lr
剛 驪 被署

：1iこ1、
．
玉議 菌鮪 設被害

最大加速度 液 状 化 一

斜 面崩壊 一

SI値 一 上 水 道、橋梁

速度応答スへ
’
外 ル

一
建 物、火 災、人 的

3．2 シス テ ム の 信頼性

　本シ ス テ ム は、広島市消防局 をメインセン ターとし、メイ

ン セ ン ターに 不 測の 事態が 発 生した場 合 にも、シ ス テム が

正 常 に機 能 する ようバ ックア ッ プセ ン タ
ー

を殺 置して い る。
計測 震度計 等の 地震観測機器 は 、メイン セン ターとパ ッ ク

ア ッ プ セ ン タ
ー

の 両 方 に観測 した データを送信 し、両セン

ター
で は、それ ぞれ 独立 したシ ス テ ム で データを処 理 して

い る 。 また、地 震観測機器か らセ ン ター まで の 通信回線は 、

一
般公 衆回 線と無線系 で二 重化し、通儒 回線の 輻輳や通

信回 線 の 途絶 に備 えてい る。
シ ス テム 全 体 の 機能 が 二 重

化され て い ることか ら、セ ン タ
ー

設備 の 損 傷 や
一

部機 器 の

障害 が発生 した場合 にも、シ ス テム の 信頼性 は確保 できる

構 成 となっ て い る 。

　将来的に は信頼性 を更 に 向 上 させ るため に、重要拠 点

間の 通 信 回線 を防災行 政無線に移行することを予定して

い る e

　図 3に シ ス テ ム の 機器構成を示 す。
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図 3 シ ステム の 機器構成

4．システム の 機能

4．1 地盤情報データベ ース

　地 盤 の 地 震応答計算や 液 状 化 判定で は地 盤 構 成 の 設

定が 必 要で ある。本シ ス テ ム で は、広域的な範囲 を限 られ

た時間内 に被害推定を行 うため に、計算 対 象地 域 をい く

っ か の 小領域 に 細分 し、そ れぞれ の 小 領域ごとに 地 盤 構

造をモ デル 化し、そ の 集合を地域全体の 地盤構造モ デル

として 設定して い る。

　地 盤 情 報 データベ ース は、広 島市域 の 地 盤 モ デル を設

定す るた め に、既 存 Pt−一リン グデータ、 地盤標高を記載 し

た下 水 道マ ン ホール の データ等を収集
・
蓄積し、断面図の

作成や物性 値及 び 基盤 深 度 等 の 広域的な分布 を分析 す

ることにより構 築 した 。 収 集したボーリン グデータの 総 数は、
広 島県 地盤 図か らの 引用 、新交 通 シ ス テム 地盤 髑 査結果

などが主体で 低地部を中心に約6，500本に の ぼる。
　設定した 地盤モ デル の 設 定例を図 4に、ポーリン グの 入

力位置を図 5に示 す。

図 5 ボー
リン グ入 力位置

4．2 観測情報収集シ ス テ ム

　地震動を観測する地点は市内各区 に
一

っ ずっ 計8地 点

に 配 置した （図 6）。消防航空隊基地で は デル タ沖積層で

の 地 震動増幅特性の 把握を目的とする地中3深度で の 観

測を含む鉛直 ア レ ー
とした。また、消防航空隊墓地、矢野

新 町 公 園及 び 美の 里 公 園の 3観測地点で は 間隙水圧 計

も埋 設して い る ．

　針測震度計 は、計測震度、速度応答ス ペ クトル 及びS1

値 へ の 変換機能を有して お り、加速度記録の 時刻歴、間

隙水圧 の 時刻 歴 とともに通信 回線 を介 してセ ンターに伝送

されるe

（

20

・■

扇

uUU

Uc

 

 

（a）地 盤 モ デル
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（b）推定地質断面 図

図 4 地 質断 面 図 と地 盤 モ デル の 対 比
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図 6 地震勦の 観 測 地 点とデルタの 工 学的基盤深 さ

表4 各観測点の 地盤条件

，驪 i遡鰻 蕨慕
』「幸・、 雛 韈糶繼 鱈綾   鑢

  広瀬北公 園 GL止 0 冖 GL −27．0
  牛 田浄水場 GL 士0 一 Gレ 4．0

  環境局 南 工

場

G凵」0 一 GL −17．0

  消 防航 空 隊

基地

GL士0，−8，
−21，−36G

レ 5．8GL −343

  広島広域 公

園

G』 0 ｝ GL−2．0

  広 島市 防 災

センクー
GL士 0 一 Gレ 5，0

  矢野 新町 公

園

GL出0G レ 4．8G レ 33．0

  美の 里 公 園 GL ±0GL ・−3．3G し
一44．5

4．3 被害推定 シス テ ム

本シ ス テム で は、8カ所の 観測地 点で 実 測した地震動を

もとに市域全 域の 地 震 動を推 定し、 これ を用 い て被害状況

を推 定 して い る。観 測 地 点 の 地表 面 で 針 測 され た 地 震 動

を
一

次推定では応答倍率によっ て、二 次推定で は応答計

算に よっ て 工 学的基盤面深さに お ける地震動を求め る。
（図 7）

　次に、空間補間 によっ て各推定地点の 基盤面 にお ける

地 震動 の 値を求 め、各地 点の 応答倍率を用 い て 推定地点

の 地 表 の 地 震 動 を設定 す る。空 間補間 の 方法として 、濱
田 ら

5〕の 提 案する予 測シ ス テム で も用 い てい る塩 野 らe）が

提 案す るコ ン ターマ ップ 作成 法を用 い た。この 方法 は 対 象

地域を格 子 に分割 し観 測 点の 実 測 値 を含む なめ らかな 曲

面 を設定 し、こ の 曲面より格 子 点の 値を補間するもの で あ

る。ここで は 、3．5km四 方の 格子 を採用 した。

鯔 薩 o劇 ， 屋帥 L”噛

眠 欄 ■鼬 齢 翻周凰」 6 ． 塗
・2蹄 臠 ■

A隔蹴鯔 7 加 遥 竄 罎 唇 麟

亀 贋 ■

亀亭

    略 置 個 ■ 05

5 鬻 塗 ■闘 」8 弱 隈悶纏園 槲 灘凹

《瓢鼬 棚 」啣

4．4 情報配信シ ス テ ム

　被害推 定 の 結果 は、計測震度が確定した後、表 3に 示

す予 測項 目につ い て3分 以 内 （
一

次推定）及 び 20分以 内

（二 次 推 定 ）に、消 防 局、市庁舎、消防署、区 役所、大学

に 設 置 したパ ソ コ ン に 表示 され る。図 8に 震度表示 の 画面

を示 す。

5．まとめ

図 8 震度表示 の 画面例

現在運用を開始して い るの は、地盤被害を中心とした推

定項 目に 限られるが、今後人的・物的被害予測項 目につ

い て の 追加を予定して お り、改め て 報告 したい。
　また、今後観測され た地 震を用 い て シ ス テ ムの 検証及 び

改善を進める予定で ある。

　シ ス テム 整 備 に 当 たり予 算措置を補助 い ただ い た科学

技術庁、シ ス テム 内 容の 技術検討に 協力い ただ い た検討

委員 の 方 々 、地盤モ デ ル 設定に当たリボー
リングデ

ー
タを

提 供い ただい た関連機 関、並 び に 観測施設の 設置に 当た

り協 力 い ただ い た地 元関係 者 の 方 々 に感謝の 意を表しま

す 。

参考文献

1）広 島市 消防局 （1997｝：広 島市 大規模 地 震被 害想 定調 査 報 告

　書

2｝網干寿夫｛1991）：広島の埋 立 て史、土と基礎、vol ．39，No．1、pp ．
　 45−503
）宇佐美龍夫（1987）：新編 日本 鼓害地震総 覧、東京 大学 出版会

4）広 島市消防局（1996）：己斐断層 池箇所活 断 層調 査報 告書

5）濱 田禎、杉 田 秀樹、金子 正 洋（1998）：公 共土木施殴 にお ける

　 即時震害 予測シ ス テ ム 、第10 回 日本地 震工 学シ ン ポジウム 畭

　 文 集、PP，3419−3424
6）塩野濟治、升本 眞二、弘原海清（1988）：BASIC によるコ ン タ

ー
マ

　 ッ プ H 応 用縦、共立出 版

図 7 観 瀏 値 か ら地 震 動 分布 を推定 す る方法

一49一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


